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Ａ．研究目的 

令和6年度から開始した健康日本21（第三

次）では、健康寿命の延伸、健康格差の縮

小に向け、「誰一人取り残さない健康づく

り」を推進し、性差や個人特性を踏まえた

「より実効性を持つ取組の推進」が求めら

れている。地域の実情に合わせ、ライフコ

ースを踏まえた幅広い層にアプローチして

いくためには、働く世代へのアプローチが

必須であり、行政を含め多様な主体を巻き

込んだ健康づくりを進めていく必要があ 

る。 

研究班では、毎年、都道府県および二次

医療圏、保健所設置市を対象に全国アンケ

ート調査を実施し、それぞれの自治体種別

ごとに地域・職域連携推進に係る実態や課

題を把握している。令和6年度に多くの自治

体で健康増進計画が改訂されたことから、

地域・職域連携の政策への位置づけが進み、

地域・職域連携が着実に進展していること

が確認された。そこで令和7年度は、自治体

種別それぞれの役割や連携状況、具体的な

連携内容等について把握し、現時点での地

域・職域連携の進捗状況と課題を明らかに

することを目的とした。 

また、これまでの地域・職域連携推進に

おいては、都道府県・二次医療圏協議会を

研究要旨 

 全国の都道府県、二次医療圏、保健所設置市における地域・職域連携推進担当者を

対象としたアンケート調査の令和6年度と令和7年度の比較から、地域・職域連携推進

事業や体制の実態を把握するとともに、進捗状況を評価した。その結果、都道府県、

二次医療圏の地域・職域連携推進状況はほぼ令和6年度と同様であり、8～9割の自治体

で優先度が高い業務として実施されていた。一方で、未だ十分に取り組めていない自

治体の割合もほぼ同様であり、なかなか取り組みが進まない自治体の存在も明らかに

なった。都道府県、二次医療圏に比べ進捗が芳しくなかった保健所設置市において

は、協議会の実施および連携事業に取り組んでいる自治体が令和6年度に比べて増加

し、地域・職域連携推進が進みつつあることが確認された。全体としては進展がみら

れるが、未だ十分に取り組めていない自治体が固定化し、二極化してきていることが

懸念される。加えて、地域・職域連携推進に取り組んでいる自治体からも、様々な課

題があげられていたことから、今後はより具体的な連携の在り方、例えば都道府県、

二次医療圏、市区町村が果たす役割や自治体内外における連携体制などの検討が必要

と考えられた。 

市区町村に対する地域・職域連携モデル構築に向けた伴走支援については、自治体

の選考に難航したが、滋賀県愛荘町および大阪市此花区にて取り組むこととなった。

最終評価は次年度末に行う予定であるが、それぞれ自治体の健康づくり担当者や会議

体メンバーからの状況把握とニーズアセスメントを通じて、自治体内での地域・職域

連携推進の認識が深まり、課題の明確化と地域特性に合わせた新たな地域・職域連携

推進事業の計画、職域・関係機関との連携強化を確認した。次年度は事業実装を進

め、最終評価を行う予定である。 
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核とした活動に焦点を当て、好事例の分析

や具体的方策について検討してきたが、若

い世代から生活習慣病予防に取り組むため

には、住民に最も身近な保健サービスを提

供する市区町村において地域・職域連携推

進事業を展開することが重要と考える。そ

こで、令和7年度から次年度にわたって、市

区町村における地域・職域連携のモデルを

構築することを目的とし、市区町村を対象

とした伴走支援を実施し評価することとし

た。本研究班では、滋賀県および大阪市の

市区町と協働して伴走支援を実施したの 

で、現時点での成果と評価について報告す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１）全国アンケート調査 

2025年10月に研究班が実施したメール調

査の結果を分析した。対象は、すべての都

道府県、二次医療圏、特別区・保健所設置

市（以下、保健所設置市とする）の自治体

担当者である。質問項目は、回答者の属性、

協議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、

今年度（R7）の計画、研究班作成の手引書

の活用状況、地域・職域連携における課題、

自治体内外での連携、健康課題の把握とデ

ータ等についてである。 

分析についてはSPSS.ver30を用いて、自

治体種別ごとに記述統計を算出した。また、

2024年度からの進捗を把握するために、

2024年度と2025年度に研究班が実施した全

国アンケート調査と同じ項目（担当者の経

験年数、協議会開催の有無と今年度計画、

連携事業の実施状況と今年度、計画への位

置づけと業務の優先度、感じている課題の8

項目）について比較した。計画への位置づ

けと業務の優先度については自治体種別ご

とにχ２検定を実施し、有意水準p＜0.05を

有意差ありとした。 

協議会開催状況は「対面開催」「オンラ

イン開催」「書面開催」を【開催した】、

「開催せず」を【開催なし】、連携事業実

施状況は「計画どおりに実施」「計画を変

更して実施」を【実施した】、「中止」

「計画していない」を【実施せず】とした。

計画への位置づけは「位置づけがある」を

【有】、「現在位置づけることを検討中」

「位置づけはない」を【無】、業務の優先

度は「高い」「どちらかと言えば高い」を

【高い】、「どちらかと言えば低い」「低

い」を【低い】と分類した。 

優先度の理由と課題と感じていることに

ついては、自由記載データから類似する内

容を抽出し、KJ法により分類した。 

 

２）モデル自治体支援 

モデル自治体支援は、組織や社会の課題

に対して、研究者と研究対象者とが展開す

る協働的な社会実践であるアクションリサ

ーチで実施することとした。伴走支援の実

施期間は令和7年度から令和8年度末であ 

る。 

対象は滋賀県および大阪市における市区

町であり、それぞれ1か所の自治体を選定し

た。モデル市区町の選定にあたっては令和6

年度に研究班で実施した5 都道府県・指定

都市における調査結果において、市区町が

「モデル伴走支援を希望する」もしくは

「検討してもよい」と回答した、あるいは

都道府県・指定都市が推薦する市区町か 

ら、決定した。 

地域・職域連携推進はそれぞれの自治体

が取り組むべき業務であり、その業務の主

体はモデル市区町である。そのため、決定

したモデル市区町の地域・職域連携推進業

務担当者（以下、担当者とする）および地

域・職域連携推進に係る会議体（以下、会

議体とする）を構成している組織の担当者

に対し、研究班が積極的に関わり、これま

での職域への関わりや健康課題、ニーズ、

意向を確認しながら、地域・職域連携に関

わる知識や活動の方向性や具体的方法等に

ついて、助言・活動の具現化を支援した。 

データ収集は、活動のプロセスおよび打

合せ議事録、参与観察（フィールドノート）

とインタビューにより行った。 

インタビュー調査は半構造的インタビュ

ーとし、担当者および会議体メンバーに対

して実施した。収集内容は、担当者の意

識・認識の変化、協議会のレベル・討議内

容や開催頻度、職域関係機関との連携やネ

ットワーク、働く世代が利用できる保健サ

ービスの質・量・アプローチルートの変化

やプロセス、地域・職域連携における課題

や困難等についてであり、話の流れを壊さ

ないように自由に語ってもらった。 

評価時期は令和7年度と令和8年度の2回と

し、令和7年度は、令和8年2月までのアクシ

ョンに関する記録物と令和8年1～2月に実施

したインタビューを分析した。記録物とイ

ンタビューの逐語録から、研究班が関わっ

たアクションとそれによる変化に係る内容

を抽出し、自治体の地域・職域連携業務や

担当者にもたらした変化を質的にまとめた。

これらの結果について、自治体ごとの地

域・職域連携推進の進捗、アクションとの

関連について考察した。 

結果の信憑性の確保として、研究班内で

議論を重ね、結果については研究協力者に

よるメンバーチェッキングを実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 全国アンケート調査については、女子栄

養大学研究倫理審査委員会の承認を得て実

施した。モデル自治体支援については、大

阪公立大学大学院看護学研究科研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果  

１）全国アンケート調査 

 全体の回収数は399/514自治体であり、回

収率は77.6％であった。都道府県は46/47

（97.9％）、二次医療圏は265/357医療圏

（74.2％）、保健所設置市は88/110市

（80.0％）であった。集計結果はWS資料の

「2025年度地域・職域連携事業に関する自

治体担当者アンケート結果について」およ

び「2025年度地域・職域連携推進事業の進

捗状況」に示す。 

2025年度のアンケート回答者の職種は保

健師が一番多く、特に都道府県、保健所設

置市においては7割近くを占めていた。経験

年数はどの自治体でも6割以上が1、2年目で

あり、特に都道府県では8割と昨年度より増

加していた。 

昨年度（R6）の協議会開催は都道府県、

二次医療圏ではほぼ変わらず9割程度、保健

所設置市では5割弱、連携事業は協議会開催

に比べてやや少なめであったが、保健所設

置市においては昨年度よりも多くの自治体

で連携事業が実施されていた。今年度（R 

7）の協議会開催計画は都道府県、二次医療

圏ともほぼ同じであったが、連携事業計画

はどの自治体も昨年度よりも計画している

自治体が増加していた。 

政策としての計画等への位置づけはどの

自治体種別においても進んでおり、都道府

県では9割、二次医療圏では8割以上、保健

所設置市は6割を超えていた。また、今年度

計画に位置づけ、目標設定まで行っている

自治体は都道府県で半数、二次医療圏・保

健所設置市で3割程度であり、計画に位置づ

けはしたものの目標設定まで行えていない

自治体が多くを占めた。設定した目標には、

健康経営関連事業所数や事業参加団体 

数、受診率などがあげられていた。地域・

職域連携推進業務の優先度については、都

道府県9割、二次医療圏は7割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は6割を超

え、優先度が高まっていた。政策に位置づ

けがある自治体は、どの自治体種別におい

ても優先度が有意に高かった。優先度が低

いと考えている主な理由として、都道府県

では重点事業の位置づけになっていないこ

と、予算化、事業化、評価設定などが難し

いこと、二次医療圏では一体となって取り

組む姿勢がなく担当に任されている、市区

町村業務である、管内市区町村が多く課題

が異なり一緒に取り組む難しさがある、デ

ータ分析・課題抽出が難しいこと、保健所

設置市では、1市で実施するには限界があ 

る、進め方がわからない、産業保健センタ

ーの業務と考えている等、があがってい 

た。  

実施している地域・職域連携推進業務に

ついて、自治体種別ごとに比較的多く取り

組まれていた業務は、都道府県では全体の

方針・方向性の提示、仕組みや基盤づくり、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定、二次医療圏では事業の企画実施、実務

者レベルの会議体の設定、職域のニーズ把

握、健康課題の明確化と見える化、健康課

題を共有する場の設定、保健所設置市では、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定であった。 

地域・職域連携を推進していくにあたっ

ての課題は、基盤を作る側である都道府県

や保健所設置市では、予算の確保や予算不

足、連携や事業の体制構築、効果や成果評

価といった基盤構築に関する内容や、成果

が見えにくい、二次医療圏との業務整理等

があげられていた。二次医療圏においては、

都道府県の方向性が定められておらず進め

にくい、マンパワーや引継ぎ不足、データ

分析不十分、協議会の実施や運営、市区町

村や職域のニーズ把握や巻き込みなど、方

向性や具体的な活動方法に関する内容があ

げられていた。保健所設置市では、都道府

県と二次医療圏と両方に共通する課題があ

げられていた。 

地域・職域連携の体制として、地域・職

域連携業務をすべて委託している自治体は
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核とした活動に焦点を当て、好事例の分析

や具体的方策について検討してきたが、若

い世代から生活習慣病予防に取り組むため

には、住民に最も身近な保健サービスを提

供する市区町村において地域・職域連携推

進事業を展開することが重要と考える。そ

こで、令和7年度から次年度にわたって、市

区町村における地域・職域連携のモデルを

構築することを目的とし、市区町村を対象

とした伴走支援を実施し評価することとし

た。本研究班では、滋賀県および大阪市の

市区町と協働して伴走支援を実施したの 

で、現時点での成果と評価について報告す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

１）全国アンケート調査 

2025年10月に研究班が実施したメール調

査の結果を分析した。対象は、すべての都

道府県、二次医療圏、特別区・保健所設置

市（以下、保健所設置市とする）の自治体

担当者である。質問項目は、回答者の属性、

協議会及び当該事業の昨年度（R6）の状況、

今年度（R7）の計画、研究班作成の手引書

の活用状況、地域・職域連携における課題、

自治体内外での連携、健康課題の把握とデ

ータ等についてである。 

分析についてはSPSS.ver30を用いて、自

治体種別ごとに記述統計を算出した。また、

2024年度からの進捗を把握するために、

2024年度と2025年度に研究班が実施した全

国アンケート調査と同じ項目（担当者の経

験年数、協議会開催の有無と今年度計画、

連携事業の実施状況と今年度、計画への位

置づけと業務の優先度、感じている課題の8

項目）について比較した。計画への位置づ

けと業務の優先度については自治体種別ご

とにχ２検定を実施し、有意水準p＜0.05を

有意差ありとした。 

協議会開催状況は「対面開催」「オンラ

イン開催」「書面開催」を【開催した】、

「開催せず」を【開催なし】、連携事業実

施状況は「計画どおりに実施」「計画を変

更して実施」を【実施した】、「中止」

「計画していない」を【実施せず】とした。

計画への位置づけは「位置づけがある」を

【有】、「現在位置づけることを検討中」

「位置づけはない」を【無】、業務の優先

度は「高い」「どちらかと言えば高い」を

【高い】、「どちらかと言えば低い」「低

い」を【低い】と分類した。 

優先度の理由と課題と感じていることに

ついては、自由記載データから類似する内

容を抽出し、KJ法により分類した。 

 

２）モデル自治体支援 

モデル自治体支援は、組織や社会の課題

に対して、研究者と研究対象者とが展開す

る協働的な社会実践であるアクションリサ

ーチで実施することとした。伴走支援の実

施期間は令和7年度から令和8年度末であ 

る。 

対象は滋賀県および大阪市における市区

町であり、それぞれ1か所の自治体を選定し

た。モデル市区町の選定にあたっては令和6

年度に研究班で実施した5 都道府県・指定

都市における調査結果において、市区町が

「モデル伴走支援を希望する」もしくは

「検討してもよい」と回答した、あるいは

都道府県・指定都市が推薦する市区町か 

ら、決定した。 

地域・職域連携推進はそれぞれの自治体

が取り組むべき業務であり、その業務の主

体はモデル市区町である。そのため、決定

したモデル市区町の地域・職域連携推進業

務担当者（以下、担当者とする）および地

域・職域連携推進に係る会議体（以下、会

議体とする）を構成している組織の担当者

に対し、研究班が積極的に関わり、これま

での職域への関わりや健康課題、ニーズ、

意向を確認しながら、地域・職域連携に関

わる知識や活動の方向性や具体的方法等に

ついて、助言・活動の具現化を支援した。 

データ収集は、活動のプロセスおよび打

合せ議事録、参与観察（フィールドノート）

とインタビューにより行った。 

インタビュー調査は半構造的インタビュ

ーとし、担当者および会議体メンバーに対

して実施した。収集内容は、担当者の意

識・認識の変化、協議会のレベル・討議内

容や開催頻度、職域関係機関との連携やネ

ットワーク、働く世代が利用できる保健サ

ービスの質・量・アプローチルートの変化

やプロセス、地域・職域連携における課題

や困難等についてであり、話の流れを壊さ

ないように自由に語ってもらった。 

評価時期は令和7年度と令和8年度の2回と

し、令和7年度は、令和8年2月までのアクシ

ョンに関する記録物と令和8年1～2月に実施

したインタビューを分析した。記録物とイ

ンタビューの逐語録から、研究班が関わっ

たアクションとそれによる変化に係る内容

を抽出し、自治体の地域・職域連携業務や

担当者にもたらした変化を質的にまとめた。

これらの結果について、自治体ごとの地

域・職域連携推進の進捗、アクションとの

関連について考察した。 

結果の信憑性の確保として、研究班内で

議論を重ね、結果については研究協力者に

よるメンバーチェッキングを実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 全国アンケート調査については、女子栄

養大学研究倫理審査委員会の承認を得て実

施した。モデル自治体支援については、大

阪公立大学大学院看護学研究科研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果  

１）全国アンケート調査 

 全体の回収数は399/514自治体であり、回

収率は77.6％であった。都道府県は46/47

（97.9％）、二次医療圏は265/357医療圏

（74.2％）、保健所設置市は88/110市

（80.0％）であった。集計結果はWS資料の

「2025年度地域・職域連携事業に関する自

治体担当者アンケート結果について」およ

び「2025年度地域・職域連携推進事業の進

捗状況」に示す。 

2025年度のアンケート回答者の職種は保

健師が一番多く、特に都道府県、保健所設

置市においては7割近くを占めていた。経験

年数はどの自治体でも6割以上が1、2年目で

あり、特に都道府県では8割と昨年度より増

加していた。 

昨年度（R6）の協議会開催は都道府県、

二次医療圏ではほぼ変わらず9割程度、保健

所設置市では5割弱、連携事業は協議会開催

に比べてやや少なめであったが、保健所設

置市においては昨年度よりも多くの自治体

で連携事業が実施されていた。今年度（R 

7）の協議会開催計画は都道府県、二次医療

圏ともほぼ同じであったが、連携事業計画

はどの自治体も昨年度よりも計画している

自治体が増加していた。 

政策としての計画等への位置づけはどの

自治体種別においても進んでおり、都道府

県では9割、二次医療圏では8割以上、保健

所設置市は6割を超えていた。また、今年度

計画に位置づけ、目標設定まで行っている

自治体は都道府県で半数、二次医療圏・保

健所設置市で3割程度であり、計画に位置づ

けはしたものの目標設定まで行えていない

自治体が多くを占めた。設定した目標には、

健康経営関連事業所数や事業参加団体 

数、受診率などがあげられていた。地域・

職域連携推進業務の優先度については、都

道府県9割、二次医療圏は7割と昨年度とほ

ぼ同じであったが、保健所設置市は6割を超

え、優先度が高まっていた。政策に位置づ

けがある自治体は、どの自治体種別におい

ても優先度が有意に高かった。優先度が低

いと考えている主な理由として、都道府県

では重点事業の位置づけになっていないこ

と、予算化、事業化、評価設定などが難し

いこと、二次医療圏では一体となって取り

組む姿勢がなく担当に任されている、市区

町村業務である、管内市区町村が多く課題

が異なり一緒に取り組む難しさがある、デ

ータ分析・課題抽出が難しいこと、保健所

設置市では、1市で実施するには限界があ 

る、進め方がわからない、産業保健センタ

ーの業務と考えている等、があがってい 

た。  

実施している地域・職域連携推進業務に

ついて、自治体種別ごとに比較的多く取り

組まれていた業務は、都道府県では全体の

方針・方向性の提示、仕組みや基盤づくり、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定、二次医療圏では事業の企画実施、実務

者レベルの会議体の設定、職域のニーズ把

握、健康課題の明確化と見える化、健康課

題を共有する場の設定、保健所設置市では、

事業の企画実施、活用できるツールや資源

の作成・提供、健康課題を共有する場の設

定であった。 

地域・職域連携を推進していくにあたっ

ての課題は、基盤を作る側である都道府県

や保健所設置市では、予算の確保や予算不

足、連携や事業の体制構築、効果や成果評

価といった基盤構築に関する内容や、成果

が見えにくい、二次医療圏との業務整理等

があげられていた。二次医療圏においては、

都道府県の方向性が定められておらず進め

にくい、マンパワーや引継ぎ不足、データ

分析不十分、協議会の実施や運営、市区町

村や職域のニーズ把握や巻き込みなど、方

向性や具体的な活動方法に関する内容があ

げられていた。保健所設置市では、都道府

県と二次医療圏と両方に共通する課題があ

げられていた。 

地域・職域連携の体制として、地域・職

域連携業務をすべて委託している自治体は
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なく、一部外部委託している自治体は都道

府県と保健所設置市の2割程度であった。 

地域・職域連携推進における都道府県・

二次医療圏、保健所設置市、市区町村それ

ぞれで具体的な連携が行われていた。所属

内連携については、都道府県では7割の自治

体で連携ができているとしたが、二次医療

圏、保健所設置市では半数程度であった。

職種や業態別の分析は1割程度しかされてお

らず、あまり進んでいなかった。 

健康課題の分析や検討に用いているデー

タの作成は都道府県、二次医療圏、保健所

設置市それぞれで行われていたが、8割近く

の都道府県が人口動態調査やNDBオープンデ

ータを活用し、市区町村別に図表やマップ

で比較できる資料を作成していた。保健所

設置市はKDBデータの使用が8割と他の自治

体種別と比較して多かった。その他、「健

康寿命のページ」のデータを活用している

二次医療圏が4割超見られた。 

 

２）モデル自治体支援 

インタビューは担当者および会議体メン

バー、職域機関関係者を研究協力者とし、

計11名に実施した。インタビューデータと

ともに会議や打合せ記録、参与観察（フィ

ールドノート）から、アクションとその変

化について抽出し質的に分析した。なお、

得られた結果は、自治体ごと、アクション

とその変化ごとにプロセスに沿って記述す

る。 

1） 滋賀県愛荘町 

愛荘町における地域・職域連携推進状況

を確認したところ、働く世代への健康づく

りの必要性は認識され、さまざまな取り組

みを試みていたものの、効果的・継続的な

取り組みには至っていなかった。また二次

医療圏協議会については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により休止しており、再

開に向けて関係機関との関係維持などの準

備が進められている段階であった。そこ 

で、研究班の関与を通じて、地域・職域連

携の考え方の整理と実践の具体化および事

業化を図ることを目的に伴走支援を行っ 

た。 

（1）地域・職域連携推進に対する認識 

愛荘町では、健診結果等から働く世代の

健康課題を把握し、その対応の必要性は認

識していた。一方で、健康づくりは住民個

人への働きかけが中心であり、事業所や職

域を基盤とした取り組みは限定的であった。

また、「働く世代」や「職域」といった対

象の捉え方や関わり方については、模索し

ている段階にあり、地域・職域連携の推進

に向けては、継続的に実施可能な方策の検

討や行政としての役割の明確化が課題とし

て認識されていた。 

研究班と検討を重ねる中で、働く世代へ

のアプローチとして、事業所を基盤とした

関わりの有効性が共有されるようになり、

「誰に（事業所）」「どのように（関係構

築を通じて）」という取り組みの方向性が

具体化した。また、職域へのメリットを意

識すること、地域・職域連携を行政が主体

的に推進していく取り組みとして位置づけ

るといった認識が形成されていった。 

（2）実践に向けた検討と対象の具体化 

働く世代への対策の必要性は認識されて

いたものの、当初は対象や手段が抽象的で

あり、具体的な関わり方の検討は十分に進

んでいなかった。研究班との打ち合わせや

庁内での検討を重ねる中で、事業所を対象

としたアプローチへと視点が整理された。 

愛荘町内では従業員数20名以下の中小事

業所が多く、産業医や産業保健師の位置づ

けがないことから、町が関与していく必要

性が高いこと、また商工会は町内所管課と

のつながりがあり、介入しやすい関係性に

あったことから、町は商工会と連携した取

り組みを進めたいという意向をもっていた。

こうした意向を尊重しながら検討を進めた

結果、協議会参加団体であった商工会と連

携する方針が具体化した。地域・職域連携

推進の重要性とこれからの取り組みを共有

することを目的に、町の協議会に参加した。

参加にあたっては、これまでの協議会の議

事録を確認し、地域・職域連携の現状を把

握した。この会議の中での発言や関わりの

様子から、商工会が日ごろから、町内事業

主や従業員の状況を丁寧に観察・把握し、

意識的に課題認識に努めていることがうか

がえたため、健康づくりの重要性について

共通理解が得られれば、実働に向けたキー

となり得ると考えた。そこで、協議会終了

後に研究班から直接商工会代表に声をかけ、

モデル実施の趣旨や内容について改めて説

明し、協力を依頼した。 

その後、できるだけ早い段階で商工会に

対するインタビューの機会を持った。イン

タビューの冒頭では、「従業員の健康づく

りにまで事業主が関わるのはおせっかいと

従業員が捉える可能性がある」といった発

言もみられたが、やり取りを重ねる中で、

「会社の存続や利益にとって従業員の健康

は重要」「町内事業所の状況を踏まえると

必要な取り組み」といった認識が共有され

ていった。さらに、「商工会のこうした資

源を活用すればよいのではないか」「押し

付けではなく、楽しみながら取り組める方

法がよい」といった具体的な提案も出され

るようになった。このインタビューを経て、

町内事業所における健康づくりを進めてい

くための具体的な取り組みの計画が組み立

てられていった。 

これ以後、商工会が当事者として主体的

に関与するようになり、事業所のメリット

を踏まえた無理のない取り組みを検討して

いった。既存のツールである滋賀県の健康

アプリや商工会主催の町民向けの大規模イ

ベント（祭り）や自治体の広報誌等を活用

すること、参加する事業所や団体の名称・

取り組みを紹介することで認知度を高め、

企業価値の創出につなげる形での関わり方

が模索された。 

（3）新規事業「あいしょうヘルスアクショ

ン！」の創出 

これまでの健康づくりは個人への働きか

けを中心として展開されてきたが、事業所

や組織を基盤としたアプローチの重要性が

共有されるようになった。これにより、保

健師が個人に直接働きかける方法に加え、

事業所という組織を通じて従業員に間接的

に働きかけるという視点が取り入れられる

ようになった。また、商工会との連携の深

化や主体的な関与により、事業所への働き

かけが具体的に展開されるようになった。

その際、事業所の従業員も地域の住民の一

部であるという視点が重視され、事業所で

の取り組みとするのではなく、地域と職域

を一体的に捉えた双方が参加できる取り組

みの必要性が共有された。 

こうした考え方のもと、県の健康アプリ

を活用し、市民および事業所の双方を対象

とした「あいしょうヘルスアクション！」

が考案され、地域・職域連携は具体的な事

業として実働し始めた。担当者からは、

「ITツールは今風だが、やっていることは

地区活動そのもの。足を運ぶ、住民・関係

者と語りながら一緒に考える、顔のつなが

りが力になる」との語りがあり、保健師と

しての役割を再認識している様子がうかが

えた。 

（4）庁内外のネットワークの形成と事業化 

「あいしょうヘルスアクション！」の検

討過程において、町の担当者が庁内外の関

係機関とのネットワーク構築に向けて主体

的に働きかけ、公文書の発出等の手続きを

行うとともに、自ら関係機関へ足を運び、

丁寧な説明や意見交換を重ねることで関係

づくりを進めた。この取り組みを通じて、

商工会をはじめとする関係機関との新たな

連携が生まれ、さらなる関係性の深化や新

たな関係機関とのつながりが広がるなど、

地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取り組みの連携基盤が構築さ

れた。 

さらに、「あいしょうヘルスアクション

実施要領」の施行により、地域・職域連携

が町の事業として明確に位置づけられた。

これにより、これまでの検討や実践が組織

的・継続的な取り組みへと発展し、町全体

で働く世代の健康づくりを推進する基盤が

整備された。 

 

2）大阪市および此花区 

 モデル自治体伴走支援を行うにあたり、

大阪市における地域・職域連携推進状況を

確認したところ、まずは大阪市における地

域・職域連携推進の基盤構築が必要との認

識で合意した。そこで、大阪市健康増進計

画推進体制における「働く世代」の健康づ

くり促進に向けたワーキング会議の位置づ

けである地域・職域保健実務者会議（以 

下、実務者会議とする）とその事務局を対

象とした体制整備から伴走支援を開始し 

た。 

（1）大阪市における地域・職域連携推進の

基盤整備 

①本庁健康局主管課（以下、主管課とす

る）における地域・職域連携推進に対する

認識 

大阪市では地域・職域連携について、健

康増進計画への位置づけはされているが、

目標設定までには至っていなかった。ま 

た、地域住民への支援が主との考えから、

働く世代への健康課題は認識していたもの

の紹介や情報共有が中心であり、方向性の

確認にとどまっていた。そこで、まず大阪

市における地域・職域連携の基盤構築を目

標として、実務者会議の機能強化に取り組

んだ。 

②勉強会と実務者会議のブラッシュアップ 

地域・職域連携推進業務を担っている庁

内の担当者と実務者会議メンバーにおい 

て、まずは働く世代の健康づくりと地域・

職域連携推進について知ることが必要と考
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なく、一部外部委託している自治体は都道

府県と保健所設置市の2割程度であった。 

地域・職域連携推進における都道府県・

二次医療圏、保健所設置市、市区町村それ

ぞれで具体的な連携が行われていた。所属

内連携については、都道府県では7割の自治

体で連携ができているとしたが、二次医療

圏、保健所設置市では半数程度であった。

職種や業態別の分析は1割程度しかされてお

らず、あまり進んでいなかった。 

健康課題の分析や検討に用いているデー

タの作成は都道府県、二次医療圏、保健所

設置市それぞれで行われていたが、8割近く

の都道府県が人口動態調査やNDBオープンデ

ータを活用し、市区町村別に図表やマップ

で比較できる資料を作成していた。保健所

設置市はKDBデータの使用が8割と他の自治

体種別と比較して多かった。その他、「健

康寿命のページ」のデータを活用している

二次医療圏が4割超見られた。 

 

２）モデル自治体支援 

インタビューは担当者および会議体メン

バー、職域機関関係者を研究協力者とし、

計11名に実施した。インタビューデータと

ともに会議や打合せ記録、参与観察（フィ

ールドノート）から、アクションとその変

化について抽出し質的に分析した。なお、

得られた結果は、自治体ごと、アクション

とその変化ごとにプロセスに沿って記述す

る。 

1） 滋賀県愛荘町 

愛荘町における地域・職域連携推進状況

を確認したところ、働く世代への健康づく

りの必要性は認識され、さまざまな取り組

みを試みていたものの、効果的・継続的な

取り組みには至っていなかった。また二次

医療圏協議会については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により休止しており、再

開に向けて関係機関との関係維持などの準

備が進められている段階であった。そこ 

で、研究班の関与を通じて、地域・職域連

携の考え方の整理と実践の具体化および事

業化を図ることを目的に伴走支援を行っ 

た。 

（1）地域・職域連携推進に対する認識 

愛荘町では、健診結果等から働く世代の

健康課題を把握し、その対応の必要性は認

識していた。一方で、健康づくりは住民個

人への働きかけが中心であり、事業所や職

域を基盤とした取り組みは限定的であった。

また、「働く世代」や「職域」といった対

象の捉え方や関わり方については、模索し

ている段階にあり、地域・職域連携の推進

に向けては、継続的に実施可能な方策の検

討や行政としての役割の明確化が課題とし

て認識されていた。 

研究班と検討を重ねる中で、働く世代へ

のアプローチとして、事業所を基盤とした

関わりの有効性が共有されるようになり、

「誰に（事業所）」「どのように（関係構

築を通じて）」という取り組みの方向性が

具体化した。また、職域へのメリットを意

識すること、地域・職域連携を行政が主体

的に推進していく取り組みとして位置づけ

るといった認識が形成されていった。 

（2）実践に向けた検討と対象の具体化 

働く世代への対策の必要性は認識されて

いたものの、当初は対象や手段が抽象的で

あり、具体的な関わり方の検討は十分に進

んでいなかった。研究班との打ち合わせや

庁内での検討を重ねる中で、事業所を対象

としたアプローチへと視点が整理された。 

愛荘町内では従業員数20名以下の中小事

業所が多く、産業医や産業保健師の位置づ

けがないことから、町が関与していく必要

性が高いこと、また商工会は町内所管課と

のつながりがあり、介入しやすい関係性に

あったことから、町は商工会と連携した取

り組みを進めたいという意向をもっていた。

こうした意向を尊重しながら検討を進めた

結果、協議会参加団体であった商工会と連

携する方針が具体化した。地域・職域連携

推進の重要性とこれからの取り組みを共有

することを目的に、町の協議会に参加した。

参加にあたっては、これまでの協議会の議

事録を確認し、地域・職域連携の現状を把

握した。この会議の中での発言や関わりの

様子から、商工会が日ごろから、町内事業

主や従業員の状況を丁寧に観察・把握し、

意識的に課題認識に努めていることがうか

がえたため、健康づくりの重要性について

共通理解が得られれば、実働に向けたキー

となり得ると考えた。そこで、協議会終了

後に研究班から直接商工会代表に声をかけ、

モデル実施の趣旨や内容について改めて説

明し、協力を依頼した。 

その後、できるだけ早い段階で商工会に

対するインタビューの機会を持った。イン

タビューの冒頭では、「従業員の健康づく

りにまで事業主が関わるのはおせっかいと

従業員が捉える可能性がある」といった発

言もみられたが、やり取りを重ねる中で、

「会社の存続や利益にとって従業員の健康

は重要」「町内事業所の状況を踏まえると

必要な取り組み」といった認識が共有され

ていった。さらに、「商工会のこうした資

源を活用すればよいのではないか」「押し

付けではなく、楽しみながら取り組める方

法がよい」といった具体的な提案も出され

るようになった。このインタビューを経て、

町内事業所における健康づくりを進めてい

くための具体的な取り組みの計画が組み立

てられていった。 

これ以後、商工会が当事者として主体的

に関与するようになり、事業所のメリット

を踏まえた無理のない取り組みを検討して

いった。既存のツールである滋賀県の健康

アプリや商工会主催の町民向けの大規模イ

ベント（祭り）や自治体の広報誌等を活用

すること、参加する事業所や団体の名称・

取り組みを紹介することで認知度を高め、

企業価値の創出につなげる形での関わり方

が模索された。 

（3）新規事業「あいしょうヘルスアクショ

ン！」の創出 

これまでの健康づくりは個人への働きか

けを中心として展開されてきたが、事業所

や組織を基盤としたアプローチの重要性が

共有されるようになった。これにより、保

健師が個人に直接働きかける方法に加え、

事業所という組織を通じて従業員に間接的

に働きかけるという視点が取り入れられる

ようになった。また、商工会との連携の深

化や主体的な関与により、事業所への働き

かけが具体的に展開されるようになった。

その際、事業所の従業員も地域の住民の一

部であるという視点が重視され、事業所で

の取り組みとするのではなく、地域と職域

を一体的に捉えた双方が参加できる取り組

みの必要性が共有された。 

こうした考え方のもと、県の健康アプリ

を活用し、市民および事業所の双方を対象

とした「あいしょうヘルスアクション！」

が考案され、地域・職域連携は具体的な事

業として実働し始めた。担当者からは、

「ITツールは今風だが、やっていることは

地区活動そのもの。足を運ぶ、住民・関係

者と語りながら一緒に考える、顔のつなが

りが力になる」との語りがあり、保健師と

しての役割を再認識している様子がうかが

えた。 

（4）庁内外のネットワークの形成と事業化 

「あいしょうヘルスアクション！」の検

討過程において、町の担当者が庁内外の関

係機関とのネットワーク構築に向けて主体

的に働きかけ、公文書の発出等の手続きを

行うとともに、自ら関係機関へ足を運び、

丁寧な説明や意見交換を重ねることで関係

づくりを進めた。この取り組みを通じて、

商工会をはじめとする関係機関との新たな

連携が生まれ、さらなる関係性の深化や新

たな関係機関とのつながりが広がるなど、

地域・職域連携のネットワークが拡充し、

実効性のある取り組みの連携基盤が構築さ

れた。 

さらに、「あいしょうヘルスアクション

実施要領」の施行により、地域・職域連携

が町の事業として明確に位置づけられた。

これにより、これまでの検討や実践が組織

的・継続的な取り組みへと発展し、町全体

で働く世代の健康づくりを推進する基盤が

整備された。 

 

2）大阪市および此花区 

 モデル自治体伴走支援を行うにあたり、

大阪市における地域・職域連携推進状況を

確認したところ、まずは大阪市における地

域・職域連携推進の基盤構築が必要との認

識で合意した。そこで、大阪市健康増進計

画推進体制における「働く世代」の健康づ

くり促進に向けたワーキング会議の位置づ

けである地域・職域保健実務者会議（以 

下、実務者会議とする）とその事務局を対

象とした体制整備から伴走支援を開始し 

た。 

（1）大阪市における地域・職域連携推進の

基盤整備 

①本庁健康局主管課（以下、主管課とす

る）における地域・職域連携推進に対する

認識 

大阪市では地域・職域連携について、健

康増進計画への位置づけはされているが、

目標設定までには至っていなかった。ま 

た、地域住民への支援が主との考えから、

働く世代への健康課題は認識していたもの

の紹介や情報共有が中心であり、方向性の

確認にとどまっていた。そこで、まず大阪

市における地域・職域連携の基盤構築を目

標として、実務者会議の機能強化に取り組

んだ。 

②勉強会と実務者会議のブラッシュアップ 

地域・職域連携推進業務を担っている庁

内の担当者と実務者会議メンバーにおい 

て、まずは働く世代の健康づくりと地域・

職域連携推進について知ることが必要と考

	 	 61	 	



え、勉強会を実施した。その結果、地域・

職域連携推進の知識・意義・考え方が理解

され、地域・職域連携推進の全体像、必要

性、行政としての役割認識、取り組みの視

点、方法論の理解が進み、実行のイメージ

や方向性が明確化された。また、考え方の

変化として、在住・在勤に関わらず、働く

世代にアプローチすることの必要性を認識

できた。 

次に、実務者会議の会議設計について検

討し、地域・職域連携推進に関する講話と

グループワークを取り入れることにした。

事前準備として、実務者会議メンバーへの

ヒアリングを実施し、各メンバーの所属組

織の概要と取り組みの対象、注力している

取り組み等の情報を収集した。メンバーの

メリットも勘案し、会議では自組織紹介と

グループワークを取り入れることにした。

グループワークのためのPRシートを作成し、

テーマを「委員の組織紹介」「共通課題と

その解決のためにできること」について話

し合うこととした。 

③新たな実務者会議の展開 

実務者会議のグループワークでは、活発

な議論が行われたとともに、論点が可視化

され、課題が具体化した。会議後のアンケ

ート結果では、今後の連携につながる収穫

があった/ある程度あったが91％であり、そ

の理由として「それぞれの組織の役割や課

題を知ることができた」「何をするかがあ

る程度具体化できた」「共通した課題の解

決のために連携することで一歩前進できそ

うと感じた」などがあがった。現状の会議

体のレベルは、レベル1-②とレベル2-①が

ほぼ半数であった。会議体メンバーのイン

タビューからは、「まだ移行段階であるが、

当事者意識が持てた」「重要性の認識が進

展した」「相互理解が進んだ」「論点が可

視化された」といった変化が述べられてい

た。 

④実務者会議のレベルアップと庁内外のネ

ットワークの拡大 

実務者会議は「方向性の確認」から「何

をすべきか」へ段階が上がったと実感しつ

つも、「誰が何をしていくかはこれから考

えていく必要がある」など更なる進展を期

待する声があった。会議後には次回会議開

催や新規参入部署についての検討を行った。

担当者はリーダーシップを発揮し、関係部

署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が

引っ張る」姿勢に転換した。 

その結果、新規に企業支援を行う部署と

の連携が実現し、企業向けメールマガジン

の発信など、新たなアプローチが行われる

こととなった。また、実務者会議への新規

参入部署について検討し、次年度から労働

基準監督署の参加が予定されている。ただ

し、現時点で区の担当者は会議体メンバー

にはなっていない。 

(2)此花区における地域・職域連携の展開 

複数区へ打診の結果、最終的に此花区

（以下、区とする）がモデル区となった。

此花区では、区長が健康経営の重要性につ

いて発信していたことで、職域へのアプロ

ーチの重要性を実感していたという背景が

あったこと、また、モデル事業開始時の説

明において、研究班が提示する事業を実施

するのではなく、現行の区の体制下で実行

可能な取り組みを選択すればよいこと、期

待した成果が得られなかった場合もその結

果自体が評価となることを聞き、心理的負

担が軽減したことも承諾の理由のひとつで

あったとの意見が得られた。 

政令指定都市における地域・職域連携推

進には、区の特性や活動の強みを活かし、

区と主管課との役割整理を視野に入れた実

装モデルの構築が不可欠である。そこで今

回は、前述した主管課との調整も図りつつ、

伴走支援を開始した。 

① 地域・職域連携に対する区の認識 

区は、区民向けのイベント等で特定健診

やがん検診受診率の向上や健康教育を行う

も、来所者は高齢者が殆どで、働く世代へ

の支援が課題と認識しつつも何から始めれ

ばよいのか分からず動き出せない状況にあ

った。 

当該区には中小企業が多く、区長が区内

の工業会（約500社）とのつながりがあった

ことから、区の健康寿命延伸のためには事

業所へのアプローチが必要であり、活動方

法を模索している状況であった。 

② 実践に向けた検討と対象の具体化 

モデル区支援の実施に際し、研究班との

協議を重ね、まずは主管課が主催する実務

者会議へのオブザーバー参加を促すととも

に、健康経営に関する勉強会を実施した。

その結果、改めて地域・職域連携の意義や

健康経営についての理解を深め、主体的に

区の強みを活かしたアプローチ方法を検討

することができた。区担当者のインタビュ

ーから、「アンケート内容や事業所へのア

プローチ方法などについて、専門的な助言

により内容が向上した」「昨年度の知らな

い・動けない状態から、今年度は必要性を

理解し、外部とつながって動き始めた」と

いう語りを聞くことができた。 

③職域へのアプローチ開始 

区内の工業会に区長と区担当者2名が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取

り組むことを提案した。その結果、区と工

業会が事業連携協定を締結するに至った。

さらには工業会の新年互例会において、区

長から健康経営の必要性と健康づくりに関

する講話、区担当者による区内中小企業で

健康経営優良法人認定事業所の社長インタ

ビューから、認定に至るまでの経緯や、実

際の社員の健康課題等に対する取り組みを

伝え、区が支援できる健康づくりについて

説明するとともに、参加した事業所へのア

ンケート調査を行った。アンケートには社

員の健康管理に関する実態把握に加え、健

康経営に関する関心や健康づくりに対する

要望なども盛り込んだ。アンケートの結果、

健康経営についてよく知らなかった77％、

これから取り組みたい74％、従業員の健康

管理に関心あり97％と予想以上に関心が高

いことが伺えた。一方で、健康管理で相談

したいが相談先がわからない事業所72％と、

従業員の健康管理上の問題について相談し

ていないまたは相談先がない事業所が72％

と、ニーズに対応する機関が周知されてい

ない実態も明らかになった。また、区役所

からの連絡を希望する事業所も6か所あった。

このアンケート結果をもとに、区として支

援できるメニューの検討や、区のホームペ

ージに健康経営関連のページを新設するこ

とが検討されている。  

(3)主管課による新たな事業の立ち上げ、推

進会議と実務者会議との連携  

主管課として、区へ提供できる資源の必

要性や健康経営を切り口にする有効性を理

解したことで、施策として働く世代の健康

づくりの重要性を明確化し、新たな事業設

計を計画した。その結果、地域保健と職域

保健の連携を強化し、働く世代が健康づく

りに取り組める環境を整備することを目的

とした「働く世代の健康づくり支援事業」

が立ち上げられた。また、すこやか大阪21

（第３次）推進会議（協議会）において地

域・職域連携に係る大阪市の現状と必要性、

今後の取り組みについて具体的に報告がさ

れた。 

主管課のインタビューから「研究班の伴

走支援により、地域・職域連携の全体像、

動き、必要性を理解し、事業立ち上げの理

論構築ができた」と語られた。 

 

Ｄ．考察 

１）全国アンケート調査 

担当者の経験年数については、どの自治

体種別においても今年度からの担当者が多

く、3年目までの者が6割以上を占めており、

令和6年度と大きな変化はみられなかった。

これらより、経験の蓄積やノウハウの継承

が課題となりやすい状況であり、引継ぎや

蓄積される体制づくりが必要であると考え

られた。 

協議会の開催状況については、令和6年度

とほぼ同様に高い水準で、開催している自

治体は開催が定着してきたことが伺えた。

その一方、いまだ開催ができていない少数

の自治体が固定化するといった二極化して

いる状況が懸念された。 

連携事業の実施については全体として増

加傾向にあり、特に保健所設置市において

増加が顕著であった。また、令和7年度の協

議会開催計画においては、「例年どおり実

施」とする自治体が多く、「未定」とする

回答が減少したことから、一定程度計画的

に実施されている状況が伺えた。特に保健

所設置市においては、協議会を例年どおり

実施もしくは拡充が6割を超え、徐々に進み

つつあると考えられた。 

政策としての計画等への位置づけは、す

べての自治体種別において進んでおり、特

に都道府県および二次医療圏では高い割合

で位置づけがなされ、今まで位置づけが進

んでいなかった保健所設置市においても位

置づけが進んだ。一方で、計画への位置づ

けはされているものの、目標設定まで至っ

ていない自治体が多く、具体的な指標の設

定や評価の仕組みづくりについては今後の

課題といえる。 

また、地域・職域連携推進業務の優先度

については、都道府県および二次医療圏で

は令和6年度と大きな変化はみられなかった

が、保健所設置市においては優先度が高ま

っており、取り組みへの関心や必要性の認

識が広がっていることが伺えた。政策への

位置づけがある自治体では優先度が有意に

高いことから、政策に位置づけることが、

業務を進める大きな要因の一つとなること

が示唆される。 

地域・職域連携推進事業の必要性の認識

は広く浸透し、協議会や連携事業も多くの

自治体で実施されるようになり、令和6年度

と比較していっそう着実な進展が確認され

た。しかしながら、ほとんどの自治体にお
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え、勉強会を実施した。その結果、地域・

職域連携推進の知識・意義・考え方が理解

され、地域・職域連携推進の全体像、必要

性、行政としての役割認識、取り組みの視

点、方法論の理解が進み、実行のイメージ

や方向性が明確化された。また、考え方の

変化として、在住・在勤に関わらず、働く

世代にアプローチすることの必要性を認識

できた。 

次に、実務者会議の会議設計について検

討し、地域・職域連携推進に関する講話と

グループワークを取り入れることにした。

事前準備として、実務者会議メンバーへの

ヒアリングを実施し、各メンバーの所属組

織の概要と取り組みの対象、注力している

取り組み等の情報を収集した。メンバーの

メリットも勘案し、会議では自組織紹介と

グループワークを取り入れることにした。

グループワークのためのPRシートを作成し、

テーマを「委員の組織紹介」「共通課題と

その解決のためにできること」について話

し合うこととした。 

③新たな実務者会議の展開 

実務者会議のグループワークでは、活発

な議論が行われたとともに、論点が可視化

され、課題が具体化した。会議後のアンケ

ート結果では、今後の連携につながる収穫

があった/ある程度あったが91％であり、そ

の理由として「それぞれの組織の役割や課

題を知ることができた」「何をするかがあ

る程度具体化できた」「共通した課題の解

決のために連携することで一歩前進できそ

うと感じた」などがあがった。現状の会議

体のレベルは、レベル1-②とレベル2-①が

ほぼ半数であった。会議体メンバーのイン

タビューからは、「まだ移行段階であるが、

当事者意識が持てた」「重要性の認識が進

展した」「相互理解が進んだ」「論点が可

視化された」といった変化が述べられてい

た。 

④実務者会議のレベルアップと庁内外のネ

ットワークの拡大 

実務者会議は「方向性の確認」から「何

をすべきか」へ段階が上がったと実感しつ

つも、「誰が何をしていくかはこれから考

えていく必要がある」など更なる進展を期

待する声があった。会議後には次回会議開

催や新規参入部署についての検討を行った。

担当者はリーダーシップを発揮し、関係部

署への説明や資料作成を主体的に行い、

「何がしたいか聞く段階」から「主管課が

引っ張る」姿勢に転換した。 

その結果、新規に企業支援を行う部署と

の連携が実現し、企業向けメールマガジン

の発信など、新たなアプローチが行われる

こととなった。また、実務者会議への新規

参入部署について検討し、次年度から労働

基準監督署の参加が予定されている。ただ

し、現時点で区の担当者は会議体メンバー

にはなっていない。 

(2)此花区における地域・職域連携の展開 

複数区へ打診の結果、最終的に此花区

（以下、区とする）がモデル区となった。

此花区では、区長が健康経営の重要性につ

いて発信していたことで、職域へのアプロ

ーチの重要性を実感していたという背景が

あったこと、また、モデル事業開始時の説

明において、研究班が提示する事業を実施

するのではなく、現行の区の体制下で実行

可能な取り組みを選択すればよいこと、期

待した成果が得られなかった場合もその結

果自体が評価となることを聞き、心理的負

担が軽減したことも承諾の理由のひとつで

あったとの意見が得られた。 

政令指定都市における地域・職域連携推

進には、区の特性や活動の強みを活かし、

区と主管課との役割整理を視野に入れた実

装モデルの構築が不可欠である。そこで今

回は、前述した主管課との調整も図りつつ、

伴走支援を開始した。 

① 地域・職域連携に対する区の認識 

区は、区民向けのイベント等で特定健診

やがん検診受診率の向上や健康教育を行う

も、来所者は高齢者が殆どで、働く世代へ

の支援が課題と認識しつつも何から始めれ

ばよいのか分からず動き出せない状況にあ

った。 

当該区には中小企業が多く、区長が区内

の工業会（約500社）とのつながりがあった

ことから、区の健康寿命延伸のためには事

業所へのアプローチが必要であり、活動方

法を模索している状況であった。 

② 実践に向けた検討と対象の具体化 

モデル区支援の実施に際し、研究班との

協議を重ね、まずは主管課が主催する実務

者会議へのオブザーバー参加を促すととも

に、健康経営に関する勉強会を実施した。

その結果、改めて地域・職域連携の意義や

健康経営についての理解を深め、主体的に

区の強みを活かしたアプローチ方法を検討

することができた。区担当者のインタビュ

ーから、「アンケート内容や事業所へのア

プローチ方法などについて、専門的な助言

により内容が向上した」「昨年度の知らな

い・動けない状態から、今年度は必要性を

理解し、外部とつながって動き始めた」と

いう語りを聞くことができた。 

③職域へのアプローチ開始 

区内の工業会に区長と区担当者2名が出向

き、事業所の健康づくりに区と協働して取

り組むことを提案した。その結果、区と工

業会が事業連携協定を締結するに至った。

さらには工業会の新年互例会において、区

長から健康経営の必要性と健康づくりに関

する講話、区担当者による区内中小企業で

健康経営優良法人認定事業所の社長インタ

ビューから、認定に至るまでの経緯や、実

際の社員の健康課題等に対する取り組みを

伝え、区が支援できる健康づくりについて

説明するとともに、参加した事業所へのア

ンケート調査を行った。アンケートには社

員の健康管理に関する実態把握に加え、健

康経営に関する関心や健康づくりに対する

要望なども盛り込んだ。アンケートの結果、

健康経営についてよく知らなかった77％、

これから取り組みたい74％、従業員の健康

管理に関心あり97％と予想以上に関心が高

いことが伺えた。一方で、健康管理で相談

したいが相談先がわからない事業所72％と、

従業員の健康管理上の問題について相談し

ていないまたは相談先がない事業所が72％

と、ニーズに対応する機関が周知されてい

ない実態も明らかになった。また、区役所

からの連絡を希望する事業所も6か所あった。

このアンケート結果をもとに、区として支

援できるメニューの検討や、区のホームペ

ージに健康経営関連のページを新設するこ

とが検討されている。  

(3)主管課による新たな事業の立ち上げ、推

進会議と実務者会議との連携  

主管課として、区へ提供できる資源の必

要性や健康経営を切り口にする有効性を理

解したことで、施策として働く世代の健康

づくりの重要性を明確化し、新たな事業設

計を計画した。その結果、地域保健と職域

保健の連携を強化し、働く世代が健康づく

りに取り組める環境を整備することを目的

とした「働く世代の健康づくり支援事業」

が立ち上げられた。また、すこやか大阪21

（第３次）推進会議（協議会）において地

域・職域連携に係る大阪市の現状と必要性、

今後の取り組みについて具体的に報告がさ

れた。 

主管課のインタビューから「研究班の伴

走支援により、地域・職域連携の全体像、

動き、必要性を理解し、事業立ち上げの理

論構築ができた」と語られた。 

 

Ｄ．考察 

１）全国アンケート調査 

担当者の経験年数については、どの自治

体種別においても今年度からの担当者が多

く、3年目までの者が6割以上を占めており、

令和6年度と大きな変化はみられなかった。

これらより、経験の蓄積やノウハウの継承

が課題となりやすい状況であり、引継ぎや

蓄積される体制づくりが必要であると考え

られた。 

協議会の開催状況については、令和6年度

とほぼ同様に高い水準で、開催している自

治体は開催が定着してきたことが伺えた。

その一方、いまだ開催ができていない少数

の自治体が固定化するといった二極化して

いる状況が懸念された。 

連携事業の実施については全体として増

加傾向にあり、特に保健所設置市において

増加が顕著であった。また、令和7年度の協

議会開催計画においては、「例年どおり実

施」とする自治体が多く、「未定」とする

回答が減少したことから、一定程度計画的

に実施されている状況が伺えた。特に保健

所設置市においては、協議会を例年どおり

実施もしくは拡充が6割を超え、徐々に進み

つつあると考えられた。 

政策としての計画等への位置づけは、す

べての自治体種別において進んでおり、特

に都道府県および二次医療圏では高い割合

で位置づけがなされ、今まで位置づけが進

んでいなかった保健所設置市においても位

置づけが進んだ。一方で、計画への位置づ

けはされているものの、目標設定まで至っ

ていない自治体が多く、具体的な指標の設

定や評価の仕組みづくりについては今後の

課題といえる。 

また、地域・職域連携推進業務の優先度

については、都道府県および二次医療圏で

は令和6年度と大きな変化はみられなかった

が、保健所設置市においては優先度が高ま

っており、取り組みへの関心や必要性の認

識が広がっていることが伺えた。政策への

位置づけがある自治体では優先度が有意に

高いことから、政策に位置づけることが、

業務を進める大きな要因の一つとなること

が示唆される。 

地域・職域連携推進事業の必要性の認識

は広く浸透し、協議会や連携事業も多くの

自治体で実施されるようになり、令和6年度

と比較していっそう着実な進展が確認され

た。しかしながら、ほとんどの自治体にお
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いて、基盤となる体制や予算といった構造

的な問題や、具体的なノウハウ、方法の難

しさといった課題を感じている状況もあっ

た。また、職域の業種別や自治体種別ごと

の課題に特徴があることも見えてきた。ま

ずは、都道府県が地域・職域連携推進の基

盤体制をしっかり構築し、二次医療圏が活

動の根拠となるデータやツールの提供を行

っていくことが重要である。さらには、住

民に一番身近な市区町村での活動を進めて

いくために、二次医療圏における市区町村

の支援体制や活動方法の具体的検討が今後

の課題と考えられた。 

 

２）モデル自治体支援 

1）愛荘町 

愛荘町においては、当初、働く世代の健

康課題について必要性は認識されていたも

のの、具体的にどのように進めていくかに

ついては十分に整理されておらず、効果

的・継続的な展開には至っていない段階か

ら始まった。令和7年度の活動プロセスを俯

瞰すると、伴走支援によって新規事業の立

ち上げに至ることができた要因として、次

の3点があげられる。まず1点目に、「誰」

に「どうやって」関わっていけばよいかを

担当者とともに検討し、商工会メンバーを

キーパーソンとしてアプローチを開始でき

たことである。その背景には、過去の協議

会資料からの協議会構成員の状況把握を行

ったうえで協議会に参加し適切な情報を得

たこと、研究班が町の協議会に参加し顔の

見える関係が構築できたことも一因と考え

る。 

2点目は、自治体と事業所の双方にとって

メリットのあるWin-Winの関係を意識した事

業が組み立てられたことである。インタビ

ューという形で担当者およびキーパーソン

の意見を引き出し、相互に問題意識の共有

ができたことで、その場で具体的な事業の

方向性が明確化された。このことが当事者

意識を強めることにつながり、双方にとっ

て意義ある取り組みとの認識を得ることが

できたと考える。これ以後、商工会メンバ

ーは当事者として、町担当者と一緒に進め

ていく仲間となった。当事者意識は主体性

や積極性と強い関連があり、当事者性が高

いほど内発的動機づけにつながるとされて

いる1）。職域側に当事者意識を持ってもら

えたことが計画を進め、検討段階にとどま

っていた取り組みの具体的事業の立ち上げ

につながったと考えられる。 

3点目は、新たな事業は一から仕組みやネ

ットワークを構築するのではなく、商工会

主催の町民向けイベント（祭り）や広報誌

など、既に地域にある資源の活用、既存の

ネットワークをより深化させる形ですすめ

る等、自治体にとっても過度な負担となら

ない形で計画されたことである。これによ

り、問題意識の共有から約2か月という短期

間で事業化を達成することができた。町内

各所との様々な調整は必要であったと考え

るが、事業予算がほとんどかからなかった

こと、自治体規模がコンパクトであったこ

とでスムーズに意思決定が進んだことも一

因であると考える。 

以上から、今回の事業化につながった要

因として、キーパーソンを見極めることが

できたこと、自治体および事業所双方のメ

リットを意識したこと、当事者意識を持っ

てもらえるような働きかけとタイミング、

既存資源を活用する等、過度な負担になら

ないような工夫がポイントであったと考え

る。 

最後に、担当者が「あいしょうヘルスア

クション実施要領」を作成し施行したこと

によって、一部署の単発の試みではなく、

町の業務として継続的に実施される事業と

して位置づけられるに至り、事業価値がよ

り向上したと考える。 

 

2）大阪市および此花区 

これまでの大阪市の実務者会議は報告と

情報共有が中心であり、十分に機能してい

ない状況であった。モデル区支援におい 

て、まずは実務者会議の活性化と機能強化

を図ったことが、地域・職域連携の核とな

る会議体をプラットフォームとした基盤構

築につながったと推察される。実務者会議

が「情報共有中心」から「行動計画の検 

討」と変換できた要因には、事前ヒアリン

グによって顔の見える関係ができたことが

大きいと考える。地域・職域連携推進は行

政の仕事であるととらえ、担当者の認識や

方向性がぶれないことが肝要である。さら

に、健康経営を広げることが目的ではな 

く、地域・職域連携の切り口やツールとし

て用いること、主管課が方針を立て区と主

管課が両輪で進めていくことが重要と考え

られた。 

しかし、現状では実務者会議には区担当

者は参加していない。今後、大阪市におい

て横展開を進めていくためには、各区の参

画を検討していくことが課題である。 

此花区においては、工業会という職域団

体と事業連携協定が締結されるといった進

捗が見られた。此花区でのプロセスから地

域・職域連携が進捗した要因として、次の3

点が考えられる。1点目は、区担当者が地

域・職域連携の意義や内容に関する知識を

得たこと、そのうえで実際の事業所訪問を

経て、職域の取り組みや健康課題への理解

が深まったことである。本事業の目的や意

義を自分たちの地域の問題としてとらえ、

現場と直接話をしたことで、取り組むべき

課題であると実感できる契機になったと考

える。 

2点目に、主管課との連携により、実務者

会議へのオブザーバー参加や健康経営に関

する学習機会が提供されたことで、地域・

職域への理解が深化したことである。主管

課からタイムリーな支援を得られたこと 

で、よりスピーディーに職域との距離が縮

まる結果となった。さらに、主管課との連

携によって主管課が区の現状を考慮した結

果、区が活用できる健康づくり支援資源と

して、重点事業「働く世代の健康づくり支

援事業」の獲得につながった。この事業実

施により、大阪市全区においても健康づく

り支援が提供されることで、大阪市の目標

である健康寿命の延伸にむけて、働く世代

の健康づくりが大きく前進することが期待

される。3点目に新しい取り組みを創設する

のではなく、現行の区の体制下で実行可能

な取り組みが検討されたことである。此花

区は中小企業や工場が多い地域特性があ 

り、区長が工業会とのつながりを持ってい

た。地域特性を生かし、既存の資源から事

業を組み立てることが実効性を高め、積極

的に進められたポイントであったと考えら

れる。 

今後の課題としては、区における担当部

署および担当者の役割の明確化を図るな 

ど、実施体制を整備していくことが課題で

ある。 

 

3）市区町村に対する支援のあり方 

今回の全国アンケートや伴走支援から、

住民に身近な市区町村において、どのよう

に地域・職域連携を進めていくのかについ

て検討した。今回の伴走支援での展開をま

とめると、下記のプロセスをたどっていた

と考えられた。まずは「行政担当者の困り

ごとや課題を的確に見定める」、次に「有

効な改善策につなげるための周囲の情報収

集」、そして「働きかけるターゲットの特

定とWin-Winの実行方法の設計」最後に「そ

の活動を実装する」といった一連のプロセ

スであったことが確認できた。この活動を

タイミングよく正確に、かつスピーディー

に往還していくことが重要と考える。 

また、職域への働きかけは行政目線でな

く、職域でのメリットを意識することが職

域に健康づくりを受け入れてもらうために

は必要である。メリットとしては、事業所

の価値づけであり、例えば広報誌やホーム

ページへの活動の紹介、健康づくりに力を

入れている事業所の表彰といったことが挙

げられる。近年の少子高齢化により、特に

中小企業は人材不足が加速しているため、

企業価値が向上することで人材確保につな

がる可能性がある。しかし、市区町ではマ

ンパワーが限られていることが多く、新た

な取り組みを進めるにあたっては、既存の

資源をどのように活用するかという視点が

重要となる。特に、協議会における職域の

メンバーが当事者性をもって関与すること

で、事業所の実態やニーズを踏まえた視点

が加わり、より実効性や継続性を備えた取

り組みの検討が可能となると考える。 

 今回は、政令指定都市と町に対するモデ

ル支援を実施し、自治体の規模によって支

援のあり方が異なることを実感した。概し

て政令指定都市では組織の規模が大きく、

部局間調整が不可欠である。そのため、ま

ずは「組織的合意形成の土台づくり」が重

要と考える。また、政令指定都市の区役所

業務では、様々な健康課題への対応が求め

られ、負担感の増大やマンパワーの確保が

課題となっていることから、地域・職域連

携について本庁と区ができることを整理し、

役割を検討していくことが重要である。一

方、町村のような小規模自治体では、働く

世代の多くは地域住民であり、健康づくり

の必要性や重要性が関係者間で共有される

と、その後の動きは比較的速やかに進む様

子がみられた。組織規模がコンパクトであ

るから小回りが利き、意思決定や連携に向

けた調整が柔軟かつ迅速に行いやすいこと

が強みであると考えられた。今後は、市区

町村の規模に応じた支援のあり方を検討し、

市区町村における地域・職域連携の進展に

つなげていきたいと考える。 

 

Ｅ．結論 

 今回、全国アンケートの深堀分析、小規

模自治体（町）と政令指定都市における自

治体支援を実施した結果、それぞれの自治

体の特性に応じた地域・職域連携における
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いて、基盤となる体制や予算といった構造

的な問題や、具体的なノウハウ、方法の難
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たこと、研究班が町の協議会に参加し顔の

見える関係が構築できたことも一因と考え

る。 
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町村の規模に応じた支援のあり方を検討し、

市区町村における地域・職域連携の進展に
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Ｅ．結論 

 今回、全国アンケートの深堀分析、小規

模自治体（町）と政令指定都市における自

治体支援を実施した結果、それぞれの自治

体の特性に応じた地域・職域連携における
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役割や進め方の違いがみえてきた。特に小

規模自治体においては、事業所の従業員の

多くが地域住民でもあるのに対し、大都市

においては必ずしも地域住民とは限らない

場合も多く、地域と職域の関係性の捉え方

に 違 い が あ る こ と が 示 唆 さ れ た 。 

 このような違いを踏まえると、地域・職

域連携を推進するにあたっては、職域を支

援対象としてどのように位置づけているか

に着目し、各自治体の状況に応じて理解を

深めていくことが重要と考えられる。いず

れの自治体においても画一的な支援ではな

く、地域特性に応じた支援や、今回の支援

プロセスのような各自治体の状況や体制に

応じてスモールステップで丁寧に支援を行

っていくことが求められると考える。今後

は、こうした実践を通じて得られた知見を

蓄積し、それぞれの自治体の状況に応じた

地域・職域連携のあり方を検討していく予

定である。 
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けるICT活用チェックリストの妥当性の検討

－第2報－、第84回日本公衆衛生学会総会、

2025年10月29日 

４）吹田晋、渡井いずみ、髙部さやか、都

筑千景、尾崎伊都子、横山徹爾、津下一

代：市区町村における地域・職域連携事業

の実施状況と推進体制の関連－第3報－、第

84回日本公衆衛生学会総会、2025年10月29

日 

５）伯井理加、山下友美、天野こころ、生

野淑子、薮本初音、都筑千景：地域・職域

連携推進のための基盤づくり～実務者会議

の活性化に向けた取組～、第84回日本公衆

衛生学会総会、2025年10月30日 
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役割や進め方の違いがみえてきた。特に小

規模自治体においては、事業所の従業員の

多くが地域住民でもあるのに対し、大都市

においては必ずしも地域住民とは限らない

場合も多く、地域と職域の関係性の捉え方

に 違 い が あ る こ と が 示 唆 さ れ た 。 

 このような違いを踏まえると、地域・職

域連携を推進するにあたっては、職域を支

援対象としてどのように位置づけているか

に着目し、各自治体の状況に応じて理解を

深めていくことが重要と考えられる。いず

れの自治体においても画一的な支援ではな

く、地域特性に応じた支援や、今回の支援

プロセスのような各自治体の状況や体制に

応じてスモールステップで丁寧に支援を行

っていくことが求められると考える。今後

は、こうした実践を通じて得られた知見を

蓄積し、それぞれの自治体の状況に応じた

地域・職域連携のあり方を検討していく予

定である。 
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厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

「「健健康康寿寿命命延延伸伸ににつつななががるる地地域域・・職職域域連連携携のの推推進進ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 市区町村モデル事業 －観光都市における宿泊業従事者調査および都

心特別区における働く世代への健康支援体制構築の検討－ 

 
研究分担者 渡井いずみ  所属 浜松医科大学  
研究協力者 吹田晋 所属 国立保健医療科学院 
研究協力者 
研究協力者 

髙部さやか 
田中克弥 

所属 浜松医科大学 
所属 浜松医科大学博士前期課程 

 

 

ＡＡ．．研研究究目目的的  

地域・職域連携推進ガイドライン（令

和元年改訂）では、都道府県および保健

所に地域・職域連携推進協議会を設置す

ること、協議会が中心となって地域・職

域の関連機関がデータの共有や審議を行

って、地域特性に合わせた健康づくりの

ポピュレーションアプローチの推進体制

を構築することが推奨されている。 

令和6年度の市区町村調査では、ガイドラ

インに規定されていなくても、積極的に

地域・職域連携に取り組んでいる自治体

がある一方で、保健所設置市であっても

協議会が設置されていない等、整備が進

んでいない自治体があること、市区町村

格差が見られることが明らかになった1）。

また市区町村の規模や保健所の有無、地

域特性によって、有効な推進方法は異な

ると考えられた。 

本研究班では、静岡県伊東市および東

京都港区の2市区を対象に、管轄保健所や

都道府県とも連携しながら伴走支援を行

い、地域特性に合わせた具体的な地域・

職域連携を推進するアクションリサーチ

を試みた。 

静岡県伊東市は、人口64,337人、高齢

化率は 44.1％（令和6年2月）。隣接する

熱海市とならび有数の温泉を有し、国際

観光温泉文化都市を標榜している。西に

天城山系、東に相模湾を臨み、市の45％

が国立公園区域に指定されている。中小

零細規模の宿泊業と飲食業が多い産業構

造で、喫煙率の高さ、健診受診率の低さ、

循環器疾患の多さが課題である。令和７

年度は、静岡県および管轄する二次医療

圏域保健所（熱海保健所）の確認を得て、

主力産業である宿泊業に着目し、市内全

宿泊施設で働く人を対象として健康行動

に関する調査を実施し、今後の健康づく

りの方策を決定する基礎資料を得ること

を目的とした。 

東京都港区は、人口267,780人、世帯数

153,885（令和７年１月１日）、生産年齢

人口69.3%、高齢化率17.1%(令和5年)。昼

間人口が夜間人口の約5倍（2005年統計）

の特別区である。昼間人口の大半は区外

在住である。外国大使館の半数が港区に

位置し、外資系企業も多いため、区民の1

研究要旨 

本分担班では地方の温泉観光都市である伊東市および他自治体から流入する在勤者の

多い都心特別区である港区を地域・職域連携推進のモデル自治体として伴走支援を行っ

た。伊東市では主力産業である宿泊業に着目し、市と協力して市内全宿泊施設で働く人

を対象に匿名の健康調査を実施した。東京都港区では保健所および事業委託先である医

師会との協議や情報提供等を通じて、地域特性をふまえた実現可能な事業の方向性を検

討した。 

その結果、伊東市は宿泊業従事者の健康や働き方の実態が明らかになり、今後必要な

健康支援の項目を特定し、組織的アプローチへの糸口を得ることができた。東京都港区

では、令和6年度に開始した委託事業を継続しつつ、さらに既存の会議体を発展させて

地域・職域連携協議会を設置する方向性が示され、一歩進めることができた。 
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